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 主 論 文 要 旨 No.     
本論文は、6章で編成される。第１章では、問題の背景と本論文の研究目的についての紹介で
































  主 論 文 要 旨 No.    
の雇用状況の改善が求められる。 
第 4章では、女性の稼得能力に着目して、女性の稼得能力と結婚選択との関係について分析を
行った。分析では、学歴などの同じ属性のグループ内の賃金格差が存在することに配慮し、パネ
ル固定効果モデルで推定した対数賃金率を稼得能力の代理変数として用いた。さらに、結婚選択
と稼得能力の内生性をコントロールするため、結婚意欲をコントロールした。結果の頑健性の確
認のため、OLS で推定した対数賃金率、対数年間労働所得、パネル固定効果モデルで推定した
対数年間労働所得が結婚選択に与える影響についても分析し、パネル固定効果モデルで推定した
対数賃金率を用いた場合の推定結果との比較を行った。 
稼得能力が結婚選択に与える影響については、Cox比例ハザードモデルを利用した。以上の分
析の結果、女性の稼得能力が高いほど、結婚する確率が高くなっていることが確認された。全体
的に晩婚化が進む中、女性にとっても稼得能力が結婚の条件の 1つになっていることがうかがえ
る。また、対数賃金率と年齢階級ダミーの交差項を用いた分析では、大学・大学院卒女性では、
高い年齢階級の交差項のハザード比は 1より小さく、マイナスで有意な効果が検出され、稼得能
力が与える結婚選択のプラスの効果は、大学・大学院卒女性にとって年齢の上昇に伴い逓減して
いることが確認された。 
第 5章では、労働所得に着目し、賃金率を用いて、夫や妻の所得の上昇が子どもの数にどのよ
うな影響を与えるかについて、慶應義塾大学「日本家計パネル調査」を用いて実証分析を行った。 
回顧パネルデータの情報を活かして実際の就業経験と個人属性に基づき、夫と妻の帰属賃金率
を推定した。妻の賃金率に関しては、無業の妻が多く存在することを考慮し、ヘックマン 2段階
法に基づき推定した。夫の賃金率は、OLS 推定を行った。また、賃金率と子どもの数の同時決
定の内生性をコントロールするため、操作変数法を用いた。観察できない世帯の異質性と時間を
通じて変化する観察できなかった変数の影響をコントロールするため、パネル固定効果モデルを
分析に用いた。 
分析の結果、夫の賃金率の上昇は、子どもの数に対して有意にプラスの影響、妻の賃金率の上
昇は子どもの数に対して有意にマイナスの影響を与えることが確認できた。操作変数法を用いた
パネル変量効果分析とポアソンパネル固定効果分析による頑健性チェックを行った結果、本論文
の分析結果は、頑健であることが確認された。性別役割に対する社会的規範が根強く残る日本に
おいては、稼得能力の高い女性が、子どもを持つことの機会費用が、依然として高いことが示さ
れている。 
